
k-yos
テキスト ボックス
資料３－６




事 務 連 絡 

令和７年１０月２０日 

 

各地方運輸局自動車交通部長 殿 

 〃  自動車技術安全部長 殿 

内閣府沖縄総合事務局運輸部長 殿 

 

物流・自動車局安全政策課長 

旅 客 課 長 

 

ハイヤー事業者に対する新規許可申請時における厳格な審査について 

 

今般、ハイヤー事業者の事業運営における法令遵守の徹底を図ることを目的

として、新規許可申請時等における審査の更なる厳格化を実施する。 

具体的には、今後、ハイヤー事業者の新規許可申請を受理し許可処分を行う前

に、事業者の代表者又はその法人の業務を執行する常勤の役員及び選任予定の

運行管理者への対面によるヒアリング・注意喚起等（以下、「ヒアリング等」と

いう。）を実施することとする。これに応じない場合は現地調査と併せてヒアリ

ング等を実施するなど、適切に対処されたい。 

なお、許可処分後に選任された運行管理者が許可前にヒアリング等を行った

者と異なる場合は、選任された運行管理者に対して対面によるヒアリング等を

実施すること。 

ヒアリング等を行う際は、下記の事項を伝達するとともに、違法行為が認めら

れた場合は、厳正に対処する旨周知すること。 

本事務連絡は、ハイヤー事業者が適正かつ安全に事業を運営する能力を有し

ていることを確認し、利用者の安全・安心を確保する観点から発出するものであ

ることから、各地方運輸局等におかれては、この趣旨を理解の上、関係部門にお

いて連携・協力し、適切に運用されたい。 

 

記 

 

一、運行管理者の虚偽の選任（道路運送法 23条違反） 

二、事業の名義貸し、事業の貸渡し（道路運送法 33条違反） 

三、空港等における客引き行為（許可条件違反） 

四、上記の他、法令遵守の徹底を図るうえで必要な事項 



令 和 ８ 年 ７ 月     

国土交通省物流・自動車局 

 

 

道路運送法等違反に対する行政処分等の基準の改正案に関する意見募集について 

 
 

 

１．背景 

タクシー・バス事業は、「道路運送法」（昭和２６年法律第１８３号）に基づき、輸送の安全を確保

し、道路運送の利用者の利益の保護及びその利益の増進を図るとともに、道路運送の総合的な発達を

図り、もって公共の福祉を増進することを目的として、国土交通大臣の許可が必要となっているとこ

ろ、近年、訪日外国人旅行者数の増加に伴い、これら旅行者を対象とした無許可での自動車運送事業

（白タク・白バス）行為が問題となっている。 

また、空港や観光地等においてはハイヤー運転士による「客引き」行為やタクシー・ハイヤーの名

義貸しといった悪質な違反行為の事例も存在する。 

この他、トラック事業についても「貨物自動車運送事業法」（平成元年法律第８３号）に基づき、輸

送の安全を確保するとともにトラック事業の健全な発達を図り、もって公共の福祉の増進に資するこ

とを目的として、国土交通大臣の許可が必要となっているところ、近年、無許可での貨物自動車運送

事業（白トラ）行為が問題となっている。 

以上のような状況を踏まえ、これら悪質な違反行為への対策を強化するため、行政処分の処分量定

の引き上げを行うこととする。 

 

２．改正概要 

（1） 自家用自動車を使用する者による道路運送法（以下「運送法」という。）第４条第１項及び第４

３条第１項及び第７８条並びに貨物自動車運送事業法（以下「事業法」という。）第３条及び第

３５条第１項及び第３６条第１項に係る車両の使用制限又は禁止の処分量定を引き上げる。 

①運送法第４条第１項及び第４３条第１項並びに事業法第３条及び第３５条第１項及び第３６  

条第１項違反 

（現行） 初 犯  ６０日、再 違 反 １２０日、再々違反 １８０日 

（改正） 初 犯 １２０日、再 違 反 １８０日、再々違反 １８０日 

②運送法第７８条違反 

（現行） 初 犯  ４０日、再 違 反  ８０日、再々違反 １２０日 

（改正） 初 犯  ８０日、再 違 反 １８０日、再々違反 １８０日 

 

（2） 一般乗用旅客自動車運送事業者に対する行政処分等の基準について、ハイヤーによる客引き行

為等の許可又は認可条件違反や、タクシー・ハイヤーの名義の利用や事業の貸渡し等の事業停

止の対象となる違反の処分量定を引き上げる。 

   （現行） 事業停止 ３０日 （違反点数 ３０点） 

（改正） 事業停止 ６０日 （違反点数 ６０点） 

 

３．今後のスケジュール（案） 

通達発出・施行 令和８年９月下旬頃 



令和８年８月 

  物流・自動車局 

 

旅客自動車運送事業運輸規則及び国土交通省の所管する法令に係る民間
事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法

律施行規則の一部を改正する省令案について 

 

１．背景 

一般乗用旅客自動車運送事業者は、タクシー業務適正化特別措置法（昭和 45 年

法律第 75号）第２条第２項に規定するハイヤー（以下「ハイヤー」という。）を使

用した運送を行う場合には、運送の引受けを営業所のみにおいて行うこととされて

いる。 

しかしながら、近年、訪日外国人旅行者数の増加に伴い、空港における客引きに

より営業所外で運送の引受けを行う等の違法行為が発生している。 

このような違法行為については、確実な摘発及び処分が求められるところである

が、現状では、実態調査や監査において、事業者と旅客との運送契約に関する情報

を確認する手段が十分でなく、違法行為の立証が困難な状況にある。 

このため、一般乗用旅客自動車運送事業者がハイヤー運送（ハイヤーであって、

道路運送法（昭和 26年法律第 183号）第 86条第 1項の規定により運送する旅客の

範囲を限定する条件を付されていない自動車を使用して行う運送をいう。以下同

じ。）を行う場合について、運送契約に関する記録の作成及び保存を義務付けるこ

とにより、法令違反の把握及び発見を容易にし、輸送の安全の確保及び旅客の利便

の向上を図る必要がある。 

上記を踏まえ、旅客自動車運送事業運輸規則（昭和 31年運輸省令第 44号）第７

条の２及び第 28 条の２において、一般貸切旅客自動車運送事業者に対して義務付

けられている運送引受書の交付及び運行指示書の作成並びにこれらの文書の保存

等について、一般乗用旅客自動車運送事業者がハイヤー運送を行う場合にも義務付

けるほか、その他所要の改正を行うこととする。 

 

２．概要 

（１）旅客自動車運送事業運輸規則の一部改正 

①運送引受書の交付及び保存等の義務付け 

一般乗用旅客自動車運送事業者がハイヤー運送を引き受けた場合には、運送引

受書の交付及び保存等を義務付けることとする。 

 

②運行指示書の作成及び保存等の義務付け 

一般乗用旅客自動車運送事業者がハイヤー運送を行う場合は、運行指示書の作

成及び保存等を義務付けることとする。 

 



③運行管理者の業務の追加 

 ハイヤー運送を行う一般乗用旅客自動車運送事業者の運行管理者の業務とし

て、運行指示書の作成及び保存等の業務を追加することとする。 

 

④運転者が遵守すべき事項の追加 

ハイヤー運送を行う一般乗用旅客自動車運送事業者の運転手が遵守すべき事項

として、運行指示書の携行を追加することとする。 

 

（２）国土交通省の所管する法令に係る民間事業者等が行う書面の保存等における情  

報通信の技術の利用に関する法律施行規則（平成 17 年国土交通省令第 26 号）

の一部改正 

一般乗用旅客自動車運送事業者がハイヤー運送を行う場合における運送引受

書の交付及び保存等並びに運行指示書の作成及び保存について、電磁的方法によ

る実施を可能とすることとする。 

 

３．今後のスケジュール（予定） 

 公布・施行：令和８年 10月１日 



令 和 ８ 年 ８ 月    

国土交通省物流・自動車局 

 

 

一般乗用旅客自動車運送事業者に対する行政処分等の基準の改正案に関する意見募集について 

 
 

 

１．背景 

一般乗用旅客自動車運送事業者は、タクシー業務適正化特別措置法（昭和 45 年法律第 75 号）第２

条第２項に規定するハイヤー（以下「ハイヤー」という。）を使用した運送を行う場合には、運送の引

受けを営業所のみにおいて行うこととされている。 

しかしながら、近年、訪日外国人旅行者数の増加に伴い、空港における客引きにより営業所外で運

送の引受けを行う等の違法行為が発生している。  

このような違法行為については、確実な摘発及び処分が求められるところであるが、現状では、実

態調査や監査において、事業者と旅客との運送契約に関する情報を確認する手段が十分でなく、違法

行為の立証が困難な状況にある。  

このため、一般乗用旅客自動車運送事業者がハイヤー運送（ハイヤーであって、道路運送法（昭和

26 年法律第 183 号）第 86 条第 1 項の規定により運送する旅客の範囲を限定する条件を付されていな

い自動車を使用して行う運送をいう。以下同じ。）を行う場合について、運送契約に関する記録の作成

及び保存を義務付けることにより、法令違反の把握及び発見を容易にし、輸送の安全の確保及び旅客

の利便の向上を図ることを検討している。 

上記を踏まえ、当該義務違反に係る行政処分の基準を新設することとする。 

 

２．改正概要 

ハイヤー運送における違反行為に関して、次のとおり行政処分の基準を新設する。 

①運送引受書の交付義務違反 

１未交付                   初違反 ６０日車、再違反 １２０日車 

２記載事項等の不備              初違反 警  告、再違反  １０日車 

 

②運送引受書の写しの保存義務違反         初違反 ６０日車、再違反 １２０日車 

 

③運行指示書の作成等義務違反 

  １運行指示書の作成、指示又は携行の義務違反  初違反 ３０日車、再違反  ６０日車 

    ２記載事項等の不備              初違反 警  告、再違反  １０日車 

   

  ④運行指示書の保存義務違反            初違反 ３０日車、再違反  ６０日車 

 

３．今後のスケジュール（案） 

通達発出・施行 令和８年10月１日 
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